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9/18 県労連人事委員会交渉（報告）

22,128筆の要請署名に込められた切実な思いを受け止め、県の独自性を発揮した勧告を

公民較差解消はすべての世代で賃上げが実感できる方法で！実効ある時間外縮減の提言を

県労連は9月18日、今期2回目となる県人事委員会交渉を行い、芹沢議長は22,128筆に達した「2015年勧告期の要求実現署名」を手交しました。続いて、職場からの具体的な声を届けるため、各単組の組合役員が発言を行いました。
自治労県職労の発言（要旨）

１．2015年給与

（１）若年層賃金の大幅改善

・来年度前倒しで制度完成する国家公務員の地域手当は東京23区で20％、県内でも横浜・川崎で16％である。

・神奈川県の地域手当を10％と仮定して初任給を試算すると、東京23区では約19,000円、横浜・川崎では約11,000円のマイナス格差が生じる。
・現在でも職員採用試験合格者の辞退率が3割を超える中で、現行の給与制度を続けることは限界だろう。
・優秀な人材を確保するためにも、初任給及び若年者賃金の大幅な改善が必要である。

（２）高齢層の賃金改善
・行(1)の4・5級でみると、1,700名のうち最高号給に滞留している職員は158名（9.3％）である。

・退職するまで年下の職員と同じ仕事をこなしながら、若い職員の指導も担う、しかし一生懸命働いても給料は一向に上がらない。

・職員のモチベーションが維持できるよう、すべての在職者が定年まで昇給が可能となるよう、号給を延長する必要がある。

（３）再任用職員の賃金改善
・短時間再任用の給与は現行で2級格付けとなっているが、それは年金支給停止との関係で月額を7割に抑えようと設定されたものである。

・現在、定年退職後すぐに年金が支給されるわけではない。さまざまな理由によりフルタイムで働けない人は短時間で働く道を選択せざるを得ない状況にある。

・短時間再任用の賃金改善が必要である。
２．労働時間の短縮について
（１）適切な労働時間の把握

・昨年度の人事委員会報告の中で、「任命権者において、引き続き職員の時間外勤務の実態を適切に把握するとともに、・・・」と提言されているが、労働時間の把握が適切に行われている状況にはなっていない。
・まず、当局に労働時間の把握を確実に行わせることが必要である。
（２）過重労働の撲滅

・当局が実効ある超過勤務縮減策を策定し、働き過ぎがなくなるよう今年はさらに踏み込んだ提言を。
～他の単組発言（要旨）

・民間春闘では賃上げの結果が出ている。また、経過措置が終了し、今年度から持ち家手当がなくなった。プラス勧告に対する職員の期待は非常に大きい。

・賃金の公民較差解消は、すべての職員が実感できる方法で行ってほしい。

・交通用具使用者に係る通勤手当の改善を。

・借家・借間を借り受けている職員の住居手当の引上げを求める。高い家賃を払うことの負担感を軽減するために、また人材確保の面からも改善を。

・臨任・非常勤職員等の処遇については、均等待遇の原則に基づき抜本的に改善すること。

・育児・介護を行う職員が働き続けられるよう両立支援策等の提言を。

・新たな高齢者雇用施策について、雇用と年金の確実な接続に向けた意見の申し出を行うこと。
人事委員会署名へのご協力に感謝！
2016年度基本要求職場討議案②
Ⅲ　労働安全衛生の確立について（つづき）

２　メンタルヘルス不全対策について

（１）職員健康管理センターの産業医を専任化し、産業医を責任者とするチームを設け、組合との協議を含めて、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。

（２）職場巡視で明らかになった課題を整理し「こころの健康づくり」推進に向けた具体的な方策について示すこと。

（３）メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場の所属長に産業医との面接を義務付け、産業医が状況を把握する仕組みを設けること。

（４）メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場、過重労働職場については、産業医の監督のもとで、その原因を調査し、必要な対策を講ずること。

（５）メンタルヘルス対策への産業医の積極的な関与について、組合との協議の中で、具体化すること。

（６）職場支援対策

①メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場に対して人的配置を行うなどの支援を行うこと。

②周囲の職員の相談等が円滑に行えるよう、あらゆる方法で相談窓口を周知徹底すること。

（７）予防対策

①主要合同庁舎等での精神科医による相談会等を定期的に実施するとともに職場巡回相談を充実させること。

②管理監督者研修をはじめとした階層別研修において、メンタルヘルス研修を一層充実させること。また、ハラスメント問題を研修内容に取り入れること。

（８）早期発見・早期ケア対策

①採用後半年経過の職員を対象に、保健師等による面談を引き続き実施し、若年者対策を検討すること。

②庁内においてカウンセリングが受けられるような対策を検討すること。

（９）復帰支援策

①リハビリ勤務実施状況の検証を早急に行うこと。

②復職支援計画全般を産業医が管理する仕組みとすること。

３　健康で安全に働き続けられる職場環境の整備について

（１）現職死亡やメンタルヘルス不全、公務災害が発生した所属については、職場の問題点の洗い出しを行い、早急に対策を講じること。

（２）職員が自主運転する庁用自動車について、使用する職員が危険を感じる場合は、引き続き早急に更新すること。

（３）庁用自動車の更新は、労働安全と密接不可分であり、更新基準の変更については、自治労県職労との協議と合意に基づき行うこと。

（４）恒常的な時間外勤務が解消されるまでの措置として、職員の労働安全衛生を確保するために、時間外においても冷暖房を稼働させること。

（５）職場の室温・湿度、照度等は、労働安全衛生法令を遵守すること。例外的な取扱いを行う場合は、自治労県職労との事前協議・合意を前提とすること。

（６）健常者の視点ではなく、障害のある職員・県民の利用を前提に、当事者から意見を聞いたうえで、室温、照明、エレベータ、自動ドア等の設定を検討すること。

（７）廊下、階段等、執務室以外でも安全が確保できるよう、ＪＩＳ規格で定める照度を確保すること。

（８）日常業務で県民や利用者に対応する際、職員が危険を感じる場面があるので、安心して業務を遂行するための対応マニュアルを整備すること。

（９）災害復興（支援）業務にあたる職員については、心身の健康管理のため、派遣中及び派遣終了後にメンタルヘルス検査等の受診を必須とする健康診断を義務付けること。

（10）放射線被ばく等のおそれのある業務にあたる職員については、事前周知を行い、防護策を講じるとともに、放射線被ばくに対応した健康診断を行うこと。

（11）貸与被服の配付にあたっては、衛生管理上清潔な被服を着用する必要があること、職員が安全に業務を遂行できる状態にすることが必要であることから、必要な予算措置を講ずること。

（12）「神奈川県職員健康経営計画」実施にあたり、レセプトデータを目的外に使用しないこと。

（13）「神奈川県職員健康経営計画」実施にあたり、本人の同意なく健康診断等データを使用しないこと。

また、本人の同意に基づく健康診断等データの使用の場合であっても、組合との協議と合意に基づき、明確なルールを確立すること。
４　災害時の備えについて

（１）東日本大震災の経験を踏まえ、大規模災害発生時に安全を確保しながら円滑な業務遂行を図る必要があると思料するが、そのための「災害発生に関する労働条件についての労使協定」の締結に向けて、早急に協議に入ること。

（２）直下型の震度7程度の地震時における職員や来庁者の安全を確保するために、庁舎の耐震診断の計画、結果を明らかにするとともに、順次、建替えや補強を行うこと。

Ⅳ　仕事を進める条件の整備について

１　人事運営の適正化について

（１）職員のモチベーションが維持できるような昇任昇格を行うこと。

（２）研究職等、中途採用者の昇格運用を抜本的に改善すること。

２　人事制度について

（１）人事評価の勤務実績への反映の実施状況検証については組合との十分な協議を行い必要な見直しを行うこと。

（２）人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。

（３）人事評価結果の開示、面接の実施について、改めて徹底すること。

（４）一連の人事制度改革については、組合としては合意に至っておらず、自治労県職労との誠実な協議と合意に基づく抜本的な見直しを行うこと。

３　会計管理・人事給与システム等の改善について

（１）会計管理システムへの接続に時間がかかることで業務に支障が出ているので、早急に改善を図ること。遅くとも、新人事給与システム稼動時には解消すること。

（２）始業前・終業後にも入力作業等ができるよう会計管理システムや人事給与システムの稼働時間を延長すること。

４　行政システム改革等について

（１）頻繁な組織再編は、県民や職員に混乱をもたらすことから、当面、組織再編を行わないこと。行う場合は職員に十分説明し、自治労県職労と協議を行うこと。

（２）県民サービスを無視し職員の雇用や労働条件に大きな影響を及ぼす派遣・指定管理者制度の導入を見直すこと。

特に、業界自体が未成熟な業務について、無理に派遣業務を導入しないこと。

（３）県税事務所や保健福祉事務所等の再編統合について、県民サービス、地域ニーズの視点から全般的な検証を行うこと。

また検証にあたっては自治労県職労との協議を行うこと。

（４）地方独立行政法人の導入や指定管理者制度の拡大等については、職員の雇用問題であり、自治労県職労との事前協議と合意がない限り行わないこと。

（５）産業技術センターの地方独立行政法人化は、職員の雇用問題のみならず、公的責任を確保する観点からも行わないこと。

（６）第三セクター等、県関連組織職員の賃金・労働条件について「県準拠」を口実に一方的な切下げを行わず、当該の労働組合と十分協議すること。

（７）第三セクターの見直し・再編統合にあたっては、団体職員の雇用・労働条件を確保し、団体の必要な役割・機能を保持するとともに発展的な見直しを行うこと。

また、当該の労働組合とは十分な事前協議を尽くすこと。

＜次号に続く＞
自治労　臨時・非常勤等職員の均等待遇と雇用安定を求める決起集会

に参加を！

○日時：10月24日（土）

13時～16時30分

○会場：お台場「ＴＯＣ有明」４Ｆ

※　集会後、会場周辺で交流会も開催します。（参加費無料）

※　参加希望者は組合事務所まで♪


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































